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【研究ノート】
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－学生調査に基づく学修成果の獲得要因の検討－
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Objective Academic Achievements and Subjective Self-Evaluations,

at Nishikyushu University Junior College
－A Consideration of the Regulatory Factors from Student Survey－
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要旨 直接評価と間接評価の相関関係は、学修成果の把握・評価の一つの課題となっている。西九州大学短期大学部は、教

育課程全体の学修到達目標に基づいた、科目成績の集計から得る学修到達度（直接評価）と自己評価（間接評価）のセット

を学修成果とし、各学期末にその相互浸透を図ることで、学修成果の獲得向上を目指している。両者の関係性には、学期間

の変動から相関関係が見出され、教育側と学習側に大別される2つの因子の存在が両者の相互浸透性に影響を及ぼしている

ことが推察された。本論では、この因子を検証するとともに、学生調査の分析から規定要因となる項目について考察した。

2015年度から2018年度前期までの全学データから、学修到達度と自己評価について探索的因子分析を行った結果、それぞ

れに区別される因子の存在が示唆された。一方、2015年度から2017年度の学修活動に関する学生調査（入学半年時・卒業

時）の学修成果との相関を調べ、探索的因子分析から考察した結果、大別して教育側の「学習プログラム」と学習側の「自

己認識」とする2つの因子を見出した。とりわけ「学習プログラム」は、入学半年時と卒業時の変化において、この因子を

構成する「授業計画」と「学習の取組み」に、教員による教育・指導（「教員の関与」）の項目が加わることが分かった。

キーワード 学習成果の把握・評価、学修到達度（直接評価）、自己評価（間接評価）

1．はじめに

1．1 緒言

文部科学省（2018）は、「2040年に向けた高等教育のグ

ランドデザイン」Ⅲ．教育の質の保証と情報公表のなかで、

学修成果の把握・測定（評価）を義務付けた。学修成果の

可視化は、教育の質の保証において、各認証評価機関から

の評価基準として必須要件ともなっている。

高等教育機関では、学修成果に対してそれぞれに様々な

把握・評価の方法が採用されるなか、学生の成果を測定す

る科目試験、標準試験等の直接評価と、学生の学習行動や

認知的・情緒的成長の過程を測定する学生調査等の間接評

価は、従来から広く活用されている（山田2012，あずさ

監査法人2014）。山田（2011，2012）は、学生の成果（認

知的・情緒的成果）1）において、直接評価と間接評価を補完

的に組み合わせること、それに加えて、外部評価委員など

によるプログラムや機関評価とも組み合わせることで、よ

り教育成果を高めていくことが可能となることを述べてい
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る。またそこでは、学生の成果（認知的・情緒的成果）に

対して、高校時代までの既得条件と、教育課程を中心とす

る教育成果との関係性をモデル化している2）。西九州大学

短期大学部が採用する学修成果の評価支援システムでは、

カリキュラム全体の学修到達目標とそのルーブリックに基

づいて、科目成績を集計した学修到達度と、その学修到達

度に適った正しい自己評価（メタ認知化）を求めることで

学修成果の獲得向上（教育の質の保証）を図るものとし、

学修到達度と自己評価のセットを学修成果としている3）。

これは、学生の認知的・情緒的成果にそれぞれ対応するも

ので、また直接評価と間接評価、そして機関評価（教育課

程全体の評価）を重複させたものであり、その成果の獲得

向上を図るツールとして有効と考えている。

直接評価と間接評価の関係性については、およそ1970

年代から盛んに議論されているが、これまでの研究からは

高い相関が示されないことが知られており、課題の一つと

なっている4）。今日の教育の質の保証（学修成果の把握・

評価）の改革を進めるなかで、この相関関係は再新課題の

一つとして取り上げられている。高等教育機関では、外部

評価基準のテストやアンケート調査、パフォーマンス評価

などが様々導入され、学修成果の把握・評価が試みられて

いる（髙橋ほか2015、斎藤ほか2016）。この一方で、標準

化された評価は、学生の個性や特長、地域性、建学の精神

をはじめとする大学の独自性が反映されないことや、とり

わけそれらの学修成果と学業成績等との乖離があることは、

少なからず聞き及ぶところである。学業成績等の直接評価

と、アンケート調査などの間接評価の関係性については、

これらの相関や相互浸透に係る研究・開発が進められてい

る（松下2012）4）。

本論では、西九州大学短期大学部を事例に、学修到達度

と自己評価の両者の関係性について、学修成果の把握・評

価に係る検証を行い、学生調査から学修成果の規定要因を

考察する。

1．2 西九州大学短期大学部の学修成果の把握・評価につ

いて

学修到達度と自己評価は、卒業までに求める同一の学修

到達目標を基準としている。学修到達目標は、コンピテン

シー概念に基づき、8つの能力要素で区分され、それぞれ

に3項目の学修到達目標が置かれている。学修到達度は、

各科目において全24項目の能力要素から選択された学修

比率に基づいて成績評価され、能力要素別に集計されたも

のである。自己評価は、学修到達目標の能力要素別に作成

されたルーブリック指標（全24項目）に基づいて5段階

評価（0～4ポイント）を行うものである。自己評価の集

計では、各3項目評価の平均ポイントを採用し、各能力要

素別の学修到達度8項目と対比させている。

自己評価については、平田ほか（2018）が報告したと

おり、学修到達度と自己評価の2軸に対して査定基準が学

期別・能力要素別に設けられており、学期末毎の自己評価

（査定基準との差）に応じてコメントが返される仕組みを

設けている。学期別に集計される学修到達度に応じた自己

評価に対して、それぞれの査定基準との差を認識させ、適

正な自己評価に導くことで学修成果の獲得向上を目指して

いる。学生には、当該学期の振返りとして学修到達度を確

認させ、自己評価の時間を設けて指導に当たっている。修

学期間中の自己評価においては、形成的評価として各学期

の査定基準を有効活用し、学修成果の獲得向上を図るもの

としている。最終学期末の自己評価は、学修成果の総括的

評価として査定され、学位証明補足資料に提示するものと

している。

西九州大学短期大学部は、2017年度に改組を行い、食

物栄養学科と生活福祉学科を統合させ、3コース（食生活

支援コース、福祉生活支援コース、多文化生活支援コース）

からなる地域生活支援学科を編成した。現在の学科構成は、

従来からの幼児保育学科（2コース）と地域生活支援学科

の2学科となっている。解析にあたっては、母数が少ない

ことから、学科・コース別の分析は避け、全学的な傾向を

明らかにする。これらの解析では、全学生を対象として、

入学年度・学期別の学修到達度と自己評価について、それ

ぞれ能力要素別に集計されたデータに基づいて行った。本

来、カリキュラム別に解析する必要があるが、統一化され

た評価システムを採用していることから、本学全体の傾向

を明らかにすることに問題はないと考えた。学修成果の把

握・評価について、本論に先立ち、2015年度導入から2018

年度前期までのデータをもとに、平田ほか（2019）が報

告した内容は次の通りである。

学修到達度と自己評価（自己評価の査定基準との差）の

関係について、学期間の変動から相関分析を行ったところ、

両者に連動性の相関があることが示された5）。連動性の相
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関は、学期の進行に伴って負の相関を与え、比較的高くなっ

ていた。この変化は、負の直線回帰が示されることから、

学期の進行に伴って自己の学修到達度に対して過大な自己

評価から適正な自己評価へと少なからず収束していること

が示唆された。また両者の変動は、学期の進行に伴って原

点あるいは回帰直線上へと収束することが考えられるが、

その傾向があまり示されなかったことから、学修到達度に

対する学修成果への適正な自己評価が修学2年間で収束し

きれておらず、収束する群と収束しない群があることが考

えられた。また学修到達度と自己評価の関係性には、大別

して教育側と学習側に関わる要因が、それぞれに、あるい

は双方に対して影響を及ぼしていることが考えられた。

本論では、先ず学修到達度と自己評価について探索的因

子分析から、因子の検討を行う（3．1節）。そして、学生

調査との相関関係を調べ（3．2節）、相関が示された調査

項目について探索的因子分析を行うことで、学修到達度と

自己評価の規定要因、即ち学修成果の獲得に係る内在要因

について検討する（3．3節）。

2．方法

評価支援システムが導入された2015年度から2018年度

前期にかけて集計された学修到達度と自己評価のデータを

分析対象とした。学生調査データは、短期大学コンソーシ

アム九州の共同調査となる、入学時半年後調査と卒業時調

査の学修活動に関する調査項目（表1）を使用した。調査

対象は、2015年度生152名、2016年度生157名、2017年度

生162名、2018年度生166名となっている。統計解析には、

Excel2013（Microsoft Co.）、IBMSPSSStatistics23（IBM

Co.）あるいはOriginPro2018（Origin LabCo.）を用いた。

3．結果及び考察

3．1 学修成果の因子の探索

学修到達度と自己評価は、学期の進行に伴って負の相関

を得る傾向があることは、1年前期より自己評価の過大評

価から適正な評価へと移行する何らかの因子が影響を及ぼ

していることが考えられる。そこで、学修成果の要素（各

8能力要素）について、学期別の探索的因子分析（固有値

1の下限に基づく抽出）を行った。その結果（表2）、い

ずれの学期においても学修到達度と自己評価とに明確に区

別された 2つの因子が見出され、およそ学期の進行に

表1 入学後半年時並びに卒業時の学修活動に関する調査項目
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伴って負の相関を高めていることから、それぞれに大別さ

れる因子があることが示唆された。これらの累積寄与率は

平均して80％強であった。2015年度の1年前期・後期の

因子分析結果は、これ以外の結果と異なり、およそ因子1

と2の分散率が逆転しているが、恐らくは導入初年度にお

ける教職員側の理解・指導の不足や、学生の過大評価の傾

向が比較的高かったことなどが結果に影響を与えているも

のと推察した。

3．2 学生調査の学修到達度・自己評価との相関

学修到達度と自己評価それぞれの能力要素に対し、どの

様な要因が含まれるかについて、学生調査の項目との相関

を調べ、両者の相関を与える要因について検討する。入学

表2 学修到達度と自己評価の因子分析（パターン行列） 表3 入学半年時調査の学修到達度と自己評価に対するスピ
アマン相関係数の該当数
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後半年時・卒業時調査のなかで解析に使用した学修活動に

関する調査項目は表1に示す通りである。

先ず入学半年時調査の学修到達度・自己評価との相関を

調べた。その結果の要約を表3に示す。学修到達度・自己

評価間の相関は、2015年度では弱い負の相関が全体的に

示されたが、年度の進行に伴って見られなくなっている。

この間のFD活動においては、評価支援システムへの理

解と指導強化、アクティブ・ラーニングや地域連携活動の

導入促進が図られており、これらの結果として適正な自己

評価へと改善が図られていることが推察された。このこと

は、3．1節で示した結果に対応するものと考える。質問項

目に対する相関は、全体的に低いものであって、自己評価

との相関は学修到達度との相関と比較して低いものであっ

た。全質問69項目のうち、21項目は複数年において相関

があった。とりわけQ1＿a（授業に対する勉強）、Q4＿a（授

業に出席する）、Q4＿j（授業の課題をきちんと提出する）、

Q7（成績の程度）、そしてQ8（成績に対する満足度）は

比較的相関が高いことから、学修成果は学習プログラムと

しての授業計画との関係性が高いと考えられた。一方では、

学修到達度及び自己評価に対して相関がないものが23項

目あり、主に授業以外の学生生活面や進路・就職の支援面、

そして意外にも教員による教育・指導面の対応との相関は

ないことが分かった。これは恐らくは、教員一人ひとりの

対応が学生個人の学修成果に直接的影響を与えるものでな

いという学生の認識や、1年次のゼミ活動が2年次とは質

的な違いがあることも起因としては考えられる。また、自

己評価と負の相関が示されたQ1＿c（実習やインターンシッ

プなど、職場での就業体験への注力）、Q3＿b（実習やイン

ターンシップ等、職場での就業体験の時間数）、Q4＿a（授

業に出席する）、Q4＿j（授業の課題をきちんと提出する）、

Q6（試験前の学習への取組み）、そしてQ9＿a（選択でき

る授業の多様性への満足度）は、自己評価の過大評価者に

おける適正な修正に寄与する項目と考えられる（過小評価

者においてはその逆が考えられる）。学修到達度及び自己

評価の双方に相関を与える項目は、Q1＿h（趣味）とQ3＿j

（趣味としての読書）の趣味に関する項目、そしてQ3＿b、

Q4＿a、Q4＿j、Q6の、授業の受講に関する項目が挙げられ

ており、これらに関係する要因は学修到達度と自己評価に

双方向に影響を与えるものと考えられた。

次に卒業時調査の学修到達度・自己評価との相関を調べ

表4 卒業時調査の学修到達度と自己評価対するスピアマン
相関係数の該当数
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た。その結果の要約を表4に示す。学修到達度・自己評価

間の相関は、入学半年時調査と比較して、同様に弱い相関

が示されたが、相関する項目は比較的多かった。全質問79

項目のうち、29項目は複数年において相関が示された。Q

4＿a、Q4＿j、Q5＿a（授業への遅刻）、Q7、Q8、Q12＿a（学

問に対する興味関心）は、比較的高い相関を示しているこ

とから、学修成果は実際に授業を受ける際に求められる基

本的事項と関係性が高いことを示すことが分かった。一方

で、相関がないものは13項目あり、主にQ3の授業や、趣

味やサークル活動といった学生生活におけるその他の諸活

動に係る時間数、実学性重視の授業や、わかりやすい授業

との相関は示されなかった。これらの項目に関して、恐ら

くは学修成果に対する学生の自己認識は一様でなく、別の

観点から評価していることが考えられた。また、学修到達

度との正の相関を与える項目と自己評価との負の相関を与

える項目は、入学半年時と比較して多く、主に教員による

教育・指導面の対応との相関が弱いながらも多い点は、入

学半年時とは明らかに異なっていた。卒業時調査を行った

2年後期においては、教員による教育・指導が学修成果の

獲得向上に影響を与えていることが考えられた。

総じて、1年前期（入学半年時）から2年後期（卒業時）

への相関の関係性において、学修成果の獲得要因とする「学

習プログラム」に、教員による教育・指導の要因とする「教

員の関与」が加わることが考えられた。また学生調査項目

のQ3＿d（サークル・クラブ・部活動）、Q3＿l（テレビを見

る）、Q4＿g（辞書・電子辞書を活用する）、そしてQ9＿f（わ

かりやすい授業）は、本調査においては入学半年時・卒業

時に共通して学修成果との相関は示されなかった。学生の

多くは、アルバイトに専念しており、Q3＿d に該当する学

生は少ないと考えられる。今日の情報メディアの主流は携

帯端末であり、学生にとってはアルバイトもあって、Q3＿l

や Q4＿g に該当する学生もまた少ないと考えられる。わか

りやすい授業（Q9＿f）については、学修成果の獲得にとっ

て主たる要因として捉えられておらず、恐らくは意欲や取

組み、理解力や行動力などに対する学生の自己認識側に起

因するものと考えた。

3．3 学生調査の因子分析による規定要因の検討

入学半年時・卒業時調査それぞれにおいて、学修到達度

と自己評価との相関が複数年度に示された調査項目を取り

上げ、因子分析を行った。

入学半年時調査について、探索的因子分析を行った結果、

表5に示すように、いずれの年度において、累積寄与率

50％弱を有する6因子が抽出された。因子を構成する質

問項目が限られており、6つの因子の特性をそれぞれ見極

めることは困難であったため、各因子の質問項目の構成に

表5 入学半年時調査の因子分析
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着目し、年度間の共通因子について検討した。表5に示さ

れるように、2015年度の因子2と5の組み合わせは、2016

年度の因子1と2017年度の因子2に共通し、また2015・

2016年度の因子6は共通していた。この他の因子につい

ては、2015年度の因子1と2016年度の因子3、2015年度

の因子3と2016年度の因子5、2016年度の因子2・4の

組み合わせと2017年度の因子1など、年度間に類似性が

示されているが、各因子を明確に区別することは困難で

あった。一方、3．1節で述べたとおり、学修到達度と自己

評価の因子分析からは2因子が抽出されたことから、これ

らの調査項目に対して2因子固定の因子分析を試み、年度

間の共通因子を検討した。その結果を表6に示す。各因子

を構成する共通する質問項目のうち因子負荷量が比較的高

いものを判断材料とし、一つの因子は、Q12（自身の知識・

技能・態度に関する程度）、Q6（試験前の学習への取組み）、

Q7（成績の程度）、Q8（成績に対する満足）などの、およ

そ学修成果の理解・把握を主な要因とする「自己認識」と

称する因子として、もう一方の因子は、Q4＿h（図書館を

利用する）、Q4＿e（授業での配布資料・プリントを整理す

る）、Q4＿j（授業の課題をきちんと提出する）、Q4＿i（イン

ターネットを活用する）などの、授業計画とこれに沿った

表6 入学半年時調査の因子分析（2因子固定）

表7 卒業時調査の因子分析

短期大学コンソーシアム九州紀要、Vol．9
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学修活動での取組みの程度を主な項目とする「学習プログ

ラム」と称する因子として大別した。Q1（当該活動への

注力）は、各年度学生の傾向によって因子の位置づけが左

右されるものと考える。これらは質的な尺度であり、学生

自身の認識に基づくため、「自己認識」の因子に含まれる

ものと考える。表5に示されるように、詳細には複数の因

子が抽出されたことから、大別した2つの因子、特に「自

己認識」の因子は、複数の要因が複雑に交差する要因によっ

て構成されていることが考えられる。その他の質問項目か

らは、「自己認識」の因子には、およそ学生の学修への関

心と意欲や、取組みの志向性も含まれるものであった。ま

た「学習プログラム」の因子には、授業の活動内容を含め

た計画と、授業活動の時間数も含まれるものであった。

次に卒業時調査データの探索的因子分析を行った。この

結果、表7に示すように、累積寄与率50～60％程度を有

する8因子が抽出された。それぞれの因子を構成する調査

項目には、入学半年時と比較して共通性が多く示されてお

り、2015年度の因子5と2016年度の因子6は共通し、

2015・2016年度の因子1、2015年度の因子4と2016年度

の因子3、そして2015・2016年度の因子7は類似してい

た。この他の因子について、2015年度の因子2・6・8

の組み合わせは、2016年度の因子4・5・8の組み合わ

せに対応するものと考えられた。また入学半年時調査の分

析と同様に、2因子固定の因子分析を試みた。その結果、

表8に示すように、累積寄与率30％前後を有する2因子

が抽出された。各因子を構成する質問項目から、およそ一

つの因子は、学修活動での取組みの程度と学修成果への理

解・把握を主とする「自己認識」の要因として、もう一つ

の因子は、Q9（教育に関する満足度）、Q10（教員の指導

に関する満足度）の、主に教員の教育・指導を要因とする

「学習プログラム」の要因として要約した。また「自己認

識」の因子においては、Q5＿a（授業への遅刻）とQ5＿c（授

業中の携帯電話やメールの使用）の学修態度は負の因子負

荷量を与えており、負の項目として特徴付けられる。また、

学修活動での取組み程度の項目は、入学半年時では「学習

プログラム」、卒業時では「自己認識」と、異なる因子に

含まれるものとなった。学修活動での取組みの程度に対し

ては、時間的経過、教員の関与や授業形態の違いなどによっ

て学生の認識が左右することが考えられるが、基本的には

授業の計画に基づくものであることから、総じては学習の

取組みの要因として「学習プログラム」に含めるものとし

た。

以上述べてきたとおり、学修成果に対する学生調査（入

学半年時と卒業時）の分析から、学修成果の規定要因には、

大別して学習側の「自己認識」と、教育側の「学習プログ

ラム」の、2つの因子があるものと考えられた。当然の結

果とも言えるが、実際に学修成果とする学修到達度（直接

評価）と自己評価（間接評価）の関係性において、学生調

査から幾つかの要因を見出すことができた。学修成果の規

定要因において、当初は学修到達度と自己評価の双方向に

影響を与える項目は少なからずあると考えていたが、本調

査からはその項目は多くはなかった。

武藤（2018）は、学生調査（表1）と職業適性検査を

もとに、長崎女子短期大学における学修成果の規定要因に

ついて、学業成績の分類比較から「学生の主体的で積極的、

能動的な学修行動」が関係することを述べている。その要

因には「授業の課題を提出する」、「授業の予習・復習をす

る」、「実行力」、「授業に出席する」、「最後までやりぬく力」、

「計算」、「規律性」、「知覚」、「図書館を利用する」、「授業

での配布資料・プリントを整理する」などが挙げられてお

り、これらは本論で要約した学習側の「自己認識」と教育

表8 卒業時調査の因子分析（2因子固定）

―8―



図1 学修成果と規定要因との関係モデル

側の「学習プログラム」の2つの要因に大別されるもので

あり、本結果を支持するものと考える。とりわけ「学習プ

ログラム」の要因においては、入学半年時は授業の計画と

その取組みが主な要因となるのに対して、卒業時では教育

を担う教員の関与の要因が加わる点は、学修成果の獲得要

因の特徴として挙げられる。境ほか（2015）は、短期大

学の教育力の規定要因となる「教員」要因、教員の関与（教

員への親近感）が学修成果を高めることについて述べてい

る。また森ほか（2009）は、教育成果の3因子「国際力」

「人間力」「知力」において、前者2つの因子には授業以

外での教員との会話の要因が有意であることを述べている。

岡田と鳥居（2011）は、大規模私立大学における学習

成果の規定要因について、学業成績（直接評価）と学生調

査（間接評価）の相関から、授業の在り方（学習への取り

組み方）、カリキュラム・デザイン、個別の授業設計、学

習支援が影響を与えることを示唆している。このなかで、

大学生の学習成果を説明するための仮設モデルに示された

「学修成果」につながる「授業経験」と「学習への取り組

み方」は、それぞれ本論の2つの因子「学習プログラム」

と「自己認識」に当てはまるものと考えられる。平田ほか

（2019）は、本研究に先立ち、学修到達度と自己評価の

関係性については、学修成果の獲得に係る規定要因のモデ

ルを立てており、今回の結果を踏まえ、学修成果と規定要

因との関係を模式図（図1）に整理した。図1は、概ね山

田（2012）や岡田と鳥居（2011）が示したモデルに類似

するものであった。

4 今後の課題

3．2節の解析では、能力要素別に相関分析を行っている

が、本論では、相関が示された能力要素の項目数として要

約し、その特徴を見出した。学生調査からは、学修成果の

規定要因として考えられる学修活動での取組みの程度が、

入学時と卒業時とでそれぞれ「学習プログラム」と「自己

認識」の因子に分かれるものとなったことについては、学

習プログラムの変化なのか、学生の認識の変化なのか、あ

るいは双方を繋げる中間的な要因なのか、その他の項目を

含めて再検討したい。また今後の解析では、より適切な統

計学的手法を含め、学修到達度・自己評価それぞれの能力

要素（全16要素）の学生調査項目との関係性を詳細に検

討することで、能力要素別に要因を明らかにすることが課

題の一つと言える。

学修到達度と自己評価の双方に相関を与える項目からは、

その課題抽出から教育側の PDCAによって学修成果の適

正化に向けた教育効果を高めるものと考えられ、認知的・

情緒的成果としての学修成果の獲得向上を高めることが期

待される。規定要因の項目について、Q2とQ3を除き、学

生調査の評価は学生の主観に委ねられている。これらの定

性的要因については学生調査に代わる定量的調査も必要と

考えられる。例えば、「自己認識」の項目に対しては、ポー

トフォリオのテキスト・マイニング等による調査や、心理

学的テストなどの採用などが考えられる。「学習プログラ

ム」の因子においては、実際授業の出欠席数や、課題の件

数と提出数、アクティブ・ラーニングの導入時間数、地域

連携活動等の導入件数、授業内外で教員が学生の指導や交

流に充てた時間数、あるいは成績評価におけるパフォーマ

ンス評価の強化など、教職員側による計測可能な調査が考

えられる。一方、杉谷（2012）は学習メカニズム（モー

ティベーション，メタ認知，学習スキル）に関する理論と

実践について論じるなかで、学習方略をメタ認知の面から

構築することの重要性を説いている。平田ほか（2018）

は地域交流活動での学修成果の獲得において、段階的な認

知的学習プロセスの重要性について論じている。「学習プ

ログラム」の充実において、自己認識を高めるための授業・

指導の計画やエンロールメント・マネジメントでの学修支

援の方略は、学修到達度と自己評価の双方向に作用する要

因となること、とりわけ2年間という比較的短い修学期間

において、教員の関与に対する認識を早い時期から高めて

いくことが、両者間の相互浸透を高め、学修成果の獲得向

上につながるものと考えられる。
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注
1）学生の成果（アウトプット）は、知識の習得や知識を使って
理論づけや論理構成などができる認知面と、感情，態度，価値
観，信念，自己概念，満足度，期待感や、社会的および人的相
互関係の構築に関係するような情緒面に分類される。認知的成
果には、教科・領域別知識，学習能力，批判的思考力，基礎学
習技術，学習達成度や、学位取得や職業という結果が含まれ、
情緒的成果には、価値，関心，自己概念，態度，信念，満足度
や、リーダーシップ，市民性，人間関係構築が含まれるとして
いる（アスティン1993）。

2）山田（2012）は、アステイン（1993）の I-E-O（既得情報－
環境－成果）モデルに基づいて、大学教育が学生の成果に与え
る効果の過程を次のようにモデル化している。教育課程を中心
とした機関内環境として、認知的・情緒的成果につながる「学
習の質と量」に対し、これに接続する「教員との係わり、教員
の励まし、教育内容、教育方法」と「学友・友人、先輩・後輩、
メンター」、そして高校時代から「学習の質と量」に接続する
既得条件を背景に置いている。既得条件には、高校時代の「学
習行動」と「志向・活動」、そして「学習動機・関心」を挙げ
ている。
3）評価支援システムは、学校法人永原学園（西九州大学短期大
学部）とバリアントソフト株式会社が共同開発したものである
（特開2018‐36718）。8つの能力要素は、全学共通の汎用的能
力と学科別の専門的能力に区分され、それぞれに態度・志向性、
知識・理解、技能・表現、行動・経験・創造的思考力の4つの
要素から構成されている。学修成果の設計並びにシステム運用
については次の報告を参照のこと。
平田孝治・福元健志・管原航平（2015）「学修到達目標とコン
ピテンシー評価の接続に関する一考－短大教育のベンチマー
キングに関する検討－」短期大学コンソーシアム九州紀要『短
期高等教育研究』Vol．5，35‐42頁．

平田孝治ほか11名（2015）「食物栄養学科カリキュラムの諸性
質に関する一考－平成26年度カリキュラム分析－」西九州大
学短期大学部紀要，Vol．45，14‐25頁．

平田孝治・福元裕二（2016）「教学マネジメントの取組みに関
する一考－アセスメントシステムの運用、組織運営と情報フ
ローを中心に－」短期大学コンソーシアム九州紀要『短期高
等教育研究』Vol．6，41‐48頁．

平田孝治ほか10名（2016）「食物栄養学科カリキュラムの諸性
質に関する一考－平成27年度カリキュラム分析－」西九州大
学短期大学部紀要，Vol．46，1‐10頁．

平田孝治ほか10名（2017）「学修成果と学習到達度の相互浸透
に向けて－食物栄養学科カリキュラム平成27年度カリキュラ
ム分析（第2報）－」西九州大学短期大学部紀要，Vol．47，
1‐9頁．

4）直接評価と間接評価の相関について、松下1）は様々な調査に
おいて正の相関が弱～中程度であることを紹介している。両者
の相関関係には諸説あるなかで、統合に向けた開発の必要性が
述べられている。
松下佳代、（協力）森利枝「直接指標と間接指標の相関に関す
る米国での研究」大学教育学会 第36回（2014年）大会資料

を参考にした。（Web閲覧：平成30年11月23日）
5）学期間の連動性の相関について、平田ほか（2019）は修学前
期（1年後期－1年前期）／修学中期（2年前期－1年後期）／
修学後期（2年後期－2年前期）の相関について、（2015年度）
‐．125／‐．405＊／‐．625＊、（2016年度）‐．126／‐．622＊／‐．483＊、（2017
年度）．105／‐．573＊／［未調査］（*p＜．01）を報告している。
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